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最高裁判所第三小法廷は，平成 23 年 1 月 18 日付け

で「まねきTV事件（知的財産高等裁判所著作権侵害

差止等控訴事件平成 20 年 12 月 15 日判決（知財高平

成 22(ネ)10059 号））」に対し，原判決を破棄し，知的

財産高等裁判所に差し戻す旨の判決（最高裁判所平成

21(受)653）した。

そして，時をおかず，最高裁判所第一法廷は，平成

23 年 1 月 20 日付で「ロクラクⅡ事件（知的財産高等

裁判所著作権侵害差止等控訴事件平成 21 年 1 月 27 日

判決（知財高平成 20(ネ)10055 号）及び同付帯控訴事

件（知財高 20(ネ)10069 号））」に対し，同様に，原判

決を破棄し，知的財産高等裁判所に差し戻す旨の判決

（最高裁判所平成 21(受)788）した。

これらは，いずれも，インターネットを利用する遠

隔地テレビ視聴サービスについての著作権侵害が問わ

れていたものであり，それぞれ 2台の装置をインター

ネットに接続し，一方の装置でその設置地域のTV番

組を取り込み，あるいは，録画複製し，それら取込・

録画複製された情報をインターネットに接続された遠

隔地の他方の装置から取り出し，専用モニタあるいは

パソコン画面上で視聴するというものである。筆者

は，これらの事件についての東京地方裁判所等の判

決・決定について若干の解説を行っている（パテント

2007 Vol.60 No.3 ＆パテント 2007 Vol.60 No.9）。これ

らの事件の経緯・詳細等は，拙稿をご参照願えれば詳

細はより明らかになるのではないかと思われる。

１．差し戻しの理由

（１） まねき TV事件の差戻し理由

平成 23 年 1 月 18 日付け最高裁判所第三小法廷判決

は，「ベースステーション（被上告人機器）があらかじ

め設定された単一の機器宛てに送信する機能しか有し

ないこと（1 対 1 送信機能）のみをもって自動公衆送

信装置の該当性を否定し，被上告人による送信可能化

権の侵害又は公衆送信権の侵害を認めなかった原審の

判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の

違反がある。」として，原判決を破棄し，さらに審理を

尽くす必要から事件を原審知的財産高等裁判所に差し

戻した。

（２） ロクラクⅡ事件の差戻し理由

平成 23 年 1 月 20 日付け最高裁判所第一小法廷判決

は，「親機ロクラク（被上告人機器）が被上告人の管

理，支配する場所に設置されていたとしても，本件番

組等の複製をしているのは被上告人とはいえないとし

て上告人らの請求を棄却した原審の判断には，判決に
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影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。」と

して，上記同様，原判決を破棄し，同様に，事件を原

審知的財産高等裁判所に差し戻した。

２．事件の概要

（１） まねき TV事件

この事件は，放送事業者である上告人らが，「まねき

TV」という名称で，放送番組を利用者からの求めに

応じ自動的に送信する機能を有する機器（ベースス

テーション）を用いたサービス（以下「本件サービス」

という。）を提供する被上告人に対し，本件サービス

は，各上告人が行う放送についての送信可能化権（著

作権法 99 条の 2）及び各上告人が制作した放送番組に

ついての公衆送信権（同法 23 条 1 項）を侵害するなど

と主張して，放送の送信可能化及び放送番組の公衆送

信の差止め並びに損害賠償の支払を求めた事案であ

る。

（２） ロクラクⅡ事件

この事件は，同様に，放送事業者である上告人らが，

「ロクラクⅡ」という名称のインターネット通信機能

を有するハードディスクレコーダー（以下「ロクラク

Ⅱ」という。）を用いたサービスを提供する被上告人に

対し，同サービスは各上告人が制作した著作物である

放送番組及び各上告人が行う放送に係る音又は影像

（以下，放送番組及び放送に係る音又は影像を併せて

「放送番組等」という。）についての複製権（著作権法

21 条，98 条）を侵害するなどと主張して，放送番組等

の複製の差止め，損害賠償の支払等を求める事案であ

る。

３．上告人らの権利及び争点（上告人らの主張）

（１） まねき TV事件

ア 上告人らは，放送事業者であり，その放送につい

て，送信可能化権（著作権法 99 条の 2）を有し，ま

た，上告人らが製作した放送番組について，公衆送

信権（著作権法 23 条 1 項）を有する（この点につい

ては，当事者間に争いはない。）。

イ 送信可能化権侵害

上告人らは，被上告人が，ベースステーションに

本件放送を入力することにより，又は本件放送が入

力されるベースステーションのインターネットへの

接続を行うことにより，利用者が本件放送を視聴し

得る状態に置くことは，本件放送の送信可能化に当

たるとして，上告人らの送信可能化権（著作権法 99

条の 2）を侵害すると主張する。

ウ 公衆送信権侵害

また，上告人らは，被上告人が，本件番組を公衆

である利用者の端末機器に送信することは本件番組

の公衆送信に当たるとして，上告人らの公衆送信権

（著作権法 23 条 1 項）を侵害すると主張する。

（２） ロクラクⅡ事件

ア 上告人らが制作した著作物である放送番組（放送

番組及び放送に係る音又は影像）について，著作権

を有する。

イ 複製権侵害

被上告人は上告人らが制作した放送番組について

の複製権（著作権法 21 条，98 条）を侵害すると主張

する。誰が複製権を侵害しているのかの，いわゆ

る，複製権侵害の主体について，上告人らは，上記

サービスにおいて複製をしているのは被上告人であ

ると主張するのに対し，被上告人は，上記サービス

の利用者が私的使用を目的とする適法な複製をして

いるのであり，複製をしているのは被上告人ではな

いと主張する。

４．装置構成

（１） まねき TV事件

上告人らが放送するテレビ放送をユーザー（利用

者）と被上告人がそれぞれ設置する 2 台のベースス

テーションと称する機器間をインターネットを介して

放送内容を伝達するというもので，この放送伝達に関

して，被上告人が 1台のベースステーションを購入者

であるユーザーから預かり設置し，ユーザーが手元の

ベースステーションを介して手元の端末機器を操作す

ることによって，預けられた他方のベースステーショ

ンに好みのテレビ放送を選局させ，選局されたテレビ

放送をユーザーの手元のベースステーションに送信さ

せ，ユーザー側のベースステーションに接続された専

用モニタないしはパソコンにテレビ放送を表示させ，

視聴するというものである。

当該装置構成の概略を図示すると以下のものであ

る。下図は，最高裁判決に先立つ東京地裁平成 18 年

(ヨ)第 22022 号仮処分決定書に別紙 1，別紙 2 として

添付されたものである。別紙 2に示す装置構成は，別

紙 1の装置構成からアンテナブースタ（アンテナから

の電波強度を増幅するためのもの）を付加するのみで
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両者は実質的には同じものといえる。

装置構成の概略図

（２） ロクラクⅡ事件

ロクラクⅡは，2 台の機器の一方を親機とし，他方

を子機として用い（以下，親機として用いられるロク

ラクⅡを「親機ロクラク」といい，子機として用いら

れるロクラクⅡを「子機ロクラク」という。），親機ロ

クラクには，地上波アナログ放送のテレビチューナー

を内蔵し，受信した放送番組等をデジタルデータ化し

て①録画する機能及び②録画した映像や音のデータを

インターネットを介して送信する機能を有し，子機ロ

クラクは，同様にインターネットに接続されて，イン

ターネットを介して，親機ロクラクにおける録画を指

示し，その後親機ロクラクから録画に係るデータの送

信を受け，これを再生する機能を有する。

ロクラクⅡの利用者は，親機ロクラクと子機ロクラ

クをインターネットを介して 1対 1で対応させること

により，親機ロクラクにおいて録画された放送番組等

を親機ロクラクとは別の場所に設置した子機ロクラク

に接続されたテレビ受像機で視聴することができる。

図は，ロクラクⅡの操作マニュアル（「ロクラクⅡ拡

張ネットワーク機能」）に掲載の「インターネットに接

続する場合」の説明図である。図では ADSL モデム

を使用して ADSL 回線からインターネットに接続さ

れることが説明される。

５．被上告人らが提供するサービス

（１） まねき TV事件

まねき TV 事件では，1 対 1 の対応で接続される 2

台の装置（ベースステーション）のうちの 1台を預か

り，TVアンテナに接続してテレビ番組を受信できる

ようにする一方，インターネットに接続して，ユーザ

側の装置（ベースステーション）で受信するテレビ番

組を選び，受信されたテレビ番組をそのままデジタル

変換してインターネットを通じて他方のユーザー側の

装置（ベースステーション）に送るというものである。

被上告人は，ユーザー（利用者）から入会金と毎月の

使用料を徴収し，ユーザーから送られるユーザー所有

のベースステーションの IP アドレス等を決定して設

置するというものである。設置は，入力端子にアンテ

ナを接続し，出力端子にインターネット回線を接続す

るというものであり，毎月の使用料は，いわば，1台の

ベースステーションの預かり料と，万一，支障が起き

た場合の再設定のための監視料とでもいうべきもので

あろうか。

いずれにせよ，被上告人は，一箇所に複数のベース

ステーションを設置し，ユーザーから利益を得ている

こととなる。

（２） ロクラクⅡ事件

ロクラクⅡ事件でも，基本的には同じ装置構成であ

るが，ロクラクⅡ事件では，子ロクラクからの指示に

より，親ロクラクに特定の放送番組の録画の指示を行

い，親ロクラクで録画された放送番組をインターネッ

トを通じて子ロクラクに送り，子ロクラクに接続され
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たテレビやモニタの画面で視聴するというものであ

り，親ロクラクに一旦録画される点が異なる。すなわ

ち，①利用者が，手元の子機ロクラクを操作して特定

の放送番組等について録画の指示をする，②その指示

がインターネットを介して対応関係を有する親機ロク

ラクに伝えられる，③親機ロクラクには，テレビアン

テナで受信された地上波アナログ放送が入力されてお

り，上記録画の指示があると，指示に係る上記放送番

組等が，親機ロクラクにより自動的にデジタルデータ

化されて録画され，このデータがインターネットを介

して子機ロクラクに送信される，④利用者が，子機ロ

クラクを操作して上記データを再生し，接続されたテ

レビ受像機で当該放送番組等を視聴するというもので

ある。

被上告人は，このサービスに対して，初期登録料を

3150 円とし，レンタル料金を月額 6825 円ないし 8925

円として，親機ロクラク及び子機ロクラクを併せて貸

与するサービスや，子機ロクラクを販売し，親機ロク

ラクのみを貸与することの利益を得ている。

６．原審（知的財産高等裁判所）の認定

（１） まねき TV 事件（知財高平 22(ネ)10059 号判

決）

ａ）1対 1 の送信を行う装置は自動公衆送信装置では

ないとして上告人らの請求を棄却した。

送信可能化は，自動公衆送信装置の使用を前提と

するところ（著作権法 2条 1項 9号の 5），ここにい

う自動公衆送信装置とは，公衆（不特定又は多数の

者）によって直接受信され得る無線通信又は有線電

気通信の送信を行う機能を有する装置でなければな

らない。各ベースステーションは，あらかじめ設定

された単一の機器宛てに送信するという 1対 1の送

信を行う機能を有するにすぎず，自動公衆送信装置

とはいえないのであるから，ベースステーションに

本件放送を入力するなどして利用者が本件放送を視

聴し得る状態に置くことは，本件放送の送信可能化

には当たらず，送信可能化権の侵害は成立しない。

ｂ）2台のベースステーションは，1対 1に対応してお

り，「自動公衆送信装置」ではないから，本件番組を

利用者の端末機器に送信することは，自動公衆送信

には当たらず，公衆送信権の侵害は成立しない。

（２） ロクラクⅡ事件（知財高平 20(ネ)10055 号及

び 20(ネ)10069 号判決）

ａ）サービスにおける親機ロクラクの管理状況等を認

定することなく，親機ロクラクが被上告人の管理，

支配する場所に設置されていたとしても本件番組等

の複製をしているのは被上告人とはいえないとして

上告人らの請求を棄却した

ｂ）仮に各親機ロクラクが被上告人の管理，支配する

場所に設置されていたとしても，被上告人は本件

サービスの利用者が複製を容易にするための環境等

を提供しているにすぎず，被上告人において，本件

番組等の複製をしているとはいえないとして，上告

人らの請求を棄却した。

７．最高裁の判断

（１） まねき TV事件（最高裁判所平成 21(受)653）

ア 送信可能化権侵害について

（ⅰ）「送信可能可」について

ａ）送信可能可とは，公衆の用に供されている電

気通信回線に接続している自動公衆送信装置に

情報を入力するなど，著作権法 2条 1項 9号の

5 イ又はロ所定の方法により自動公衆送信し得

るようにする行為をいう。

自動公衆送信装置とは，公衆の用に供されて

いる電気通信回線に接続することにより，その

記録媒体のうち自動公衆送信の用に供する部分

に記録され，又は当該装置に入力される情報を

自動公衆送信する機能を有する装置をいう（著

作権法 2条 1項 9号の 5）。

ｂ）「単一の機器宛に送信する機能しか有しない

装置」であっても，当該装置を用いて行われる

送信が自動公衆送信といえるときは，自動公衆

送信装置に当たる。

ｃ）「自動公衆送信」の検討

① 自動公衆送信は，公衆送信の一態様であり

（同項 9号の 4），

② 公衆送信は，送信の主体からみて公衆に

よって直接受信されることを目的とする送信

をいう（同項 7号の 2）。

③ 自動公衆送信前の準備段階の行為の規制の

必要性

（「送信可能可権」の立法趣旨）

著作権法が送信可能化を規制の対象となる行
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為として規定した趣旨，目的は，公衆送信のう

ち，公衆からの求めに応じ自動的に行う送信

（後に自動公衆送信として定義規定が置かれた

もの）が既に規制の対象とされていた状況の下

で，現に自動公衆送信が行われるに至る前の準

備段階の行為を規制することにある。

（ⅱ） 自動公衆送信の主体

ａ）自動公衆送信が，当該装置に入力される情報

を受信者からの求めに応じ自動的に送信する機

能を有する装置の使用を前提としている。

ｂ）送信主体は，当該装置が受信者からの求めに

応じ情報を自動的に送信することができる状態

を作り出す行為を行う者と解するのが相当。

ｃ）当該装置が公衆の用に供されている電気通信

回線に接続しており，これに継続的に情報が入

力されている場合には，当該装置に情報を入力

する者が送信の主体であると解するのが相当と

される。

（ⅲ） 被上告人が自動公衆送信の主体と認定

ａ）各ベースステーションは，インターネットに

接続することにより，入力される情報を受信者

からの求めに応じ自動的にデジタルデータ化し

て送信する機能を有するものであり，本件サー

ビスにおいては，ベースステーションがイン

ターネットに接続しており，ベースステーショ

ンに情報が継続的に入力されている。

ｂ）被上告人は，ベースステーションを分配機を

介するなどして自ら管理するテレビアンテナに

接続し，当該テレビアンテナで受信された本件

放送がベースステーションに継続的に入力され

るように設定した上，ベースステーションをそ

の事務所に設置し，これを管理している。

ｃ）利用者がベースステーションを所有している

としても，ベースステーションに本件放送の入

力をしている者は被上告人であり，ベースス

テーションを用いて行われる送信の主体は被上

告人であるとみるのが相当である。

ｄ）何人も，被上告人との関係等を問題にされる

ことなく，被上告人と本件サービスを利用する

契約を締結することにより同サービスを利用す

ることができるのであって，送信の主体である

被上告人からみて，本件サービスの利用者は不

特定の者として公衆に当たる。

ｅ）ベースステーションを用いて行われる送信は

自動公衆送信であり，したがって，ベースス

テーションは自動公衆送信装置に当たる。

ｆ）インターネットに接続している自動公衆送信

装置であるベースステーションに本件放送を入

力する行為は，本件放送の送信可能化に当た

る。

イ 公衆送信権侵害について

（ⅰ）公衆送信の主体

ａ）テレビアンテナからベースステーションまで

の送信の主体が被上告人である。

ｂ）ベースステーションから利用者の端末機器ま

での送信の主体についても被上告人であるとい

うべき。

ｃ）テレビアンテナから利用者の端末機器に本件

番組を送信することは，本件番組の公衆送信に

当たる。

ウ 結論

ベースステーションがあらかじめ設定された単一

の機器宛てに送信する機能しか有しないことのみを

もって自動公衆送信装置の該当性を否定し，被上告

人による送信可能化権の侵害又は公衆送信権の侵害

を認めなかった原審の判断には，判決に影響を及ぼ

すことが明らかな法令の違反があり，論旨は理由が

ある。原判決は破棄を免れず，更に審理を尽くさせ

るため，本件を原審に差し戻すと結論。

（２） ロクラクⅡ事件（最高裁判所平成 21(受)788）

ア 複製権侵害

（ⅰ） 複製権侵害の主体

ａ）複製機器への録画指示を利用者がするもので

あっても，サービス提供者がその複製の主体と

なる。

ｂ）放送番組等の複製物を取得することを可能に

するサービスにおいて，サービスを提供する者

（以下「サービス提供者」という。）が，その管

理，支配下において，テレビアンテナで受信し

た放送を複製の機能を有する機器（以下「複製

機器」という。）に入力していて，当該複製機器
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に録画の指示がされると放送番組等の複製が自

動的に行われる場合には，その録画の指示を当

該サービスの利用者がするものであっても，

サービス提供者はその複製の主体であると解す

るのが相当である。

ｃ）複製の主体の判断に当たっては，複製の対象，

方法，複製への関与の内容，程度等の諸要素を

考慮して，誰が当該著作物の複製をしていると

いえるかを判断するのが相当である。

ｄ）複製実現の枢要行為

本件の場合，サービス提供者は，単に複製を

容易にするための環境等を整備しているにとど

まらず，その管理，支配下において，放送を受

信して複製機器に対して放送番組等に係る情報

を入力するという，複製機器を用いた放送番組

等の複製の実現における枢要な行為をしてお

り，複製時におけるサービス提供者の上記各行

為がなければ，当該サービスの利用者が録画の

指示をしても，放送番組等の複製をすることは

およそ不可能なのであり，サービス提供者を複

製の主体というに十分であるからである。

（ⅱ） 結論

本件サービスにおける親機ロクラクの管理状況

等を認定することなく，親機ロクラクが被上告人

の管理，支配する場所に設置されていたとしても

本件番組等の複製をしているのは被上告人とはい

えないとして上告人らの請求を棄却した原審の判

断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令

の違反があり，論旨は理由がある。原判決は破棄

を免れず，更に審理を尽くさせるため，本件を原

審に差し戻す（裁判官全員一致の意見）と結論。

イ 裁判長金築誠志裁判官の補足意見

（ⅰ） カラオケ法理について

ａ）単に物理的，自然的に観察するだけで足りる

ものではなく，社会的，経済的側面をも含め総

合的に観察すべきものであって，このことは，

著作物の利用が社会的，経済的側面を持つ行為

であることからすれば，法的判断として当然の

ことである。

ｂ）著作権法 21 条以下に規定された「複製」，「上

演」，「展示」，「頒布」等の行為の主体を判断す

るに当たって，行為に対する管理，支配と利益

の帰属という二要素は，社会的，経済的な観点

から行為の主体を検討する際に，多くの場合，

重要な要素であるというにとどまるべき。

（ⅱ） 原審認定の主体

ａ）番組の選択を含む録画の実行指示を利用者が

自由に行っている点を重視し，複製行為を，録

画機器の操作という，利用者の物理的，自然的

行為の側面に焦点を当てた結果。

ｂ）原審認定について，「親機を被上告人が管理し

ている場合であっても，親機の機能を滞りなく

発揮させるための技術的前提となる環境，条件

等を，利用者に代わって整備するものにすぎ

ず，適法な私的使用を違法なものに転化させる

ものではない。」と認定。

（ⅲ） 原審認定の誤り

ａ）前提となる環境・条件等の整備なくして，利

用者が録画の指示をしても放送番組等の複製を

することはおよそ不可能なのであるから，放送

の受信，入力の過程を誰が管理，支配している

かという点は，録画の主体の認定に関して極め

て重要な意義を有し，録画の指示が利用者に

よってなされるという点にのみに重点を置くこ

とは，相当ではない。

ｂ）提供されるサービスは，わが国のテレビ放送

を自宅等において直接受信できない海外居住者

にとって利用価値が高く，そうであるからこ

そ，この種の業態が成り立つのであって，親機

の管理が持つ独自の社会的，経済的意義を軽視

するのは相当ではない。

ｃ）本件システムを，単なる私的使用の集積とみ

ることは，実態に沿わないものといわざるを得

ない。

ｄ）提供されているのは，テレビ放送の受信，録

画に特化したサービスであって，被上告人の事

業は放送されたテレビ番組なくしては成立し得

ないものであり，利用者もテレビ番組を録画，

視聴できるというサービスに対して料金を支

払っていると評価するのが自然である。

ｅ）著作権侵害者の認定に当たっては，単に物理

的，自然的に観察するのではなく，社会的，経

済的側面をも含めた総合的観察を行うことが相

当であるとの考え方を根底に置いているものと

解される。原判断は，こうした総合的視点を欠
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くものであって，著作権法の合理的解釈とはい

えない。

（ⅳ） 結論

結論においては，裁判長金築誠志裁判官も変わ

りはなく，裁判官全員一致の意見で，主文のとお

り判決された。

８．検討

（１） まず，最初に，二日間の日程を隔てて出された

二つの判決を読んで，両者はその判示スタイルが極め

て似ている。別個の独立した法廷の判断ではあるか

ら，別個独立にされたものであろうが，事前の調整と

まで言えないかもしれないが，何らかの話合い程度は

持たれた感がする。しかも，後の判決には，裁判長金

築誠志裁判官の補足意見までついている。これはいっ

た何を意味するのであろうか。

これまで，この種の判断においては，いわゆる「カ

ラオケ法理」が議論されてきていた。しかし，カラオ

ケ法理は，多岐にわたる事実関係に必ずしも適用しが

たい場合などには若干の修正さえ行われて判断がされ

てきている。両最高裁判決は，本論では，カラオケ法

理が前提とする支配管理と利益のうち，利益に関する

議論が全くされていない。これが裁判長金築誠志裁判

官の補足意見の背景ではないかとも思われる。すなわ

ち，裁判長金築誠志裁判官の補足意見として，カラオ

ケ法理を引用するとともに，「単に物理的，自然的に観

察するだけではなく，社会的，経済的側面をも含めて

総合的に観察すべきもの」と付言したものではなかろ

うか。

（２） また，これらの判決の内容は，送信可能可行為

や自動公衆送信行為，複製行為についてのものである

から，これら以外には何も示していないのであるが，

それ以外も著作権・著作隣接権を含めて，提供される

サービス全体から見て，そのサービスを実現する各行

為に関し，必要とする装置を管理している場合には，

インターネットを利用する遠隔地 TV 視聴サービス

は原則禁止とする意図があるように見える。しかしな

がら，両判決は，原審知財高裁に審理を差し戻したの

であり，最終的結論は，今後の知財高裁，そして，あ

るいは，再度の最高裁の判断を待たなければならない

こととなる。

ただ，両判決は，少なくとも，支配・管理における

「装置の管理」とはどのようなものをいうかについて

一応の判断を示したといえる。すなわち，まねきTV

事件最高裁判決では，装置の「所有」は顧慮されず，

①自らの事務所内に装置を設置し，②その装置にテレ

ビアンテナを接続し，③TV放送がその装置に継続的

に入力されるように設定することをあげており，その

ように設置・接続・設定された装置が，自動公衆送信

装置に該当し，その装置を利用して，TV番組を送信

可能にする行為が送信可能可行為となるとした。つま

り，自動公衆送信装置となるためには，①「自らの事

務所内への装置の設置」，②「その装置へのアンテナ接

続」，③「その装置への TV 放送の継続的入力」，④

「装置設定」に限定されるものではなく例示であろう

から，その他の種々の行為，例えば，アンテナ接続だ

けではなくインターネット回線への接続，電源接続な

ども含まれるのであろうが，この点，ロクラクⅡ事件

最高裁判決ではもっと明確に複製権侵害を根拠づける

行為として，「複製機器を用いた放送番組等の複製の

実現における枢要な行為」をあげる。当該枢要行為と

しては，「被上告人の管理，支配下において，放送を受

信して複製機器に対して放送番組等に係る情報を入力

する」行為等をあげる。

これらのことからすれば，両最高裁判決は，サービ

スを構成する各行為を軽重あるいは枢要・非枢要な行

為に分け，そのうち，枢要行為をサービス提供者が

行ったときには，送信可能化権侵害，公衆送信権侵害，

複製権侵害を構成すると認定したものと理解される。

すなわち，両判決からは，インターネットによる自

動公衆送信装置による公衆可能可権侵害，公衆送信権

侵害，複製権侵害等の場合には，「複製や送信等の装置

を自己の管理，支配下（例えば，事務所内）に設置し」，

「設置した装置に放送等を自動的に，または継続的に

情報を入力する」に至る数々の行為のうち，一部の行

為を利用者がするものであっても，全体として見て，

そのうちの主要な行為（枢要な行為）をサービス提供

者がする場合には，これらの侵害行為を構成すると判

じたものである。

（３） さらに，まねき TV 事件最高裁判決は，「公衆

送信」について，送信者と受信者との間に「特別の関

係」がなければ「特定への送信」ではなく，このよう

な関係にないものへの送信は「公衆送信」の外ならな

いとする。すなわち，一般からの募集・応募によって

関係づけられるような場合は，特別の関係に当たらな

い。つまり，公衆送信権侵害における「公衆」とされ
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るためには，サービス提供との関係で，提供者と提供

される側とが，特別の関係のない場合には，装置的に

は，「1 対 1」の関係であっても，「不特定の者への送

信」，すなわち，「公衆送信」に該当するとする。原審

判決以前の判決・決定が，物理的な 1台のサーバー等

から複数の利用者に提供される場合は，公衆送信に該

当するという判断していたのに対し，原審知財高裁判

決が，物理的に 1 台の装置から 1 台の装置への送信

は，1 対 1 の送信であり，公衆送信に当たらないとし

たのを，この二つの最高裁の判断は，送信装置が物理

的に 1台 1台ごとであって，物理的に 1対 1の送信が

されている場合であっても，サービス全体としてみ

て，サービス提供等の関係では，事務所に設置された

複数の装置を一つの装置と見て，1台，1台の装置から

の送信であっても，1対多の公衆送信に該当するとし

た。

あるいは，そこまで踏み込んではなく，サービス提

供の中の一部の行為，個別の複製のための放送番組の

選定等を利用者が行うようにしたとしても，全体とし

てのサービス提供との関係でみれば，枢要行為をサー

ビス提供者が行う場合には，すなわち，サービス提供

の環境の整備行為自体が，これら複製権侵害，公衆送

信権侵害，送信可能可権侵害の主体となるとしたもの

である。

（４） 次に，ロクラクⅡ事件は，親機ロクラクでの複

製の後に，インターネットを通じて放送番組の送信を

行っているわけであるから，本来的には，公衆送信権

侵害や送信可能可権侵害も問える筋合いのものであろ

う。しかし，この点は争点とされなかった。これは一

つの疑問である。担当する弁護人等にとって，複製権

侵害の方が馴染みやすかったためかも知れない。

（５） 両判決とも事件を知財高裁に差戻し，再審理と

したが，インターネットを通じたテレビ番組配信は，

公衆送信権侵害や送信可能可権侵害として，制約され

るとの結論となったわけである。これは，インター

ネットを利用する遠隔地テレビ視聴サービスは著作権

法に違背するということが確定したことになり，今後

は，この種のサービスに対する規制が強化されること

が予想される。

（６） ロクラクⅡ事件原審判決は，「親機を利用者が

自己管理している場合は私的使用として適法であると

ころ，被上告人の提供するサービスは，親機を被上告

人が管理している場合であっても，親機の機能を滞り

なく発揮させるための技術的前提となる環境，条件等

を，利用者に代わって整備するものにすぎず，適法な

私的使用を違法なものに転化させるものではない」と

の判断に対し，ロクラクⅡ事件最高裁判決の裁判長金

築誠志裁判官の補足意見では，この点についても疑問

を呈する。これを踏まえ，個人が，自宅の居間等にロ

クラク親機やベースステーションを設置し，受信した

テレビ放送番組をデジタルデータ化し，別の部屋に設

置したロクラク子機やもう一つのベースステーション

でそのテレビ放送を視聴するなどの場合は，自動公衆

送信や送信可能可に該当するのであろうか。

個人が私的に視聴する場合は，「公衆の用に供され

る」ものではなく，自動公衆送信ではないため公衆送

信権侵害や送信可能化権侵害の問題は生じないものと

考えられる。そして，そのような装置をインターネッ

トに接続して，他方の部屋に設置したロクラク子機や

ベースステーションを持ち出して，海外出張の際等

に，赴任地でインターネットを介して，自宅のテレビ

放送を視聴する場合も，公衆送信権侵害や送信可能化

権侵害の問題は生じないものと考えられる。

しかしながら，2台ロクラク間や 2 台ベースステー

ション間をネットワークに接続したり，インターネッ

トに接続する技術はかなり難しく，これらの設置を業

者に依頼して設置してもらう場合，当該設置業者の設

置サービスは，まさに，視聴を目的とする環境・条件

等の整備である枢要行為に該当し，制約を受けること

となるのであろうか。

（７）ロクラクⅡ事件最高裁判決の金築誠志裁判長

の補足意見でも述べているとおり，この種のサービス

提供は，わが国のテレビ放送を自宅等において直接受

信できない海外居住者にとって利用価値が高く，それ

なりの需要があることは確かである。技術の発達によ

り可能となったテレビ視聴が実現できるにも拘わら

ず，それが実現できないということは不幸なことであ

る。実現するには，放送事業者から許諾を受けること

によって解決できるのであろうが，この場合，許諾を

受けなければならないのは，利用者の許諾だけでは十

分ではなく，サービス提供者が許諾を受けなければな

らないことになるのであろう。しかしながら，この裁

判例が示すように，現在の時点では，放送事業者が

サービス提供者に許諾するような環境ではないのでは

なかろうか。だからこそ裁判事件となったのであろ

う。

インターネットを利用する遠隔地テレビ視聴サービスを巡る二つの最高裁判決

パテント 2011Vol. 64 No. 8 − 53 −



遠隔地でのテレビ視聴に対し，かなりの需要なり希

望があるのであるから，免許事業者である放送事業者

には，これらのサービス提供者に代わって，遠隔地に

居住する者に視聴できるサービスを提供する義務があ

るのではなかろうか。あるいは，放送事業者に許諾に

応じる義務を課すべきではなかろうか。

せっかく，技術が発達して，このような視聴が可能

となったのであるから，著作権の縛りだけで，禁止す

るのは，著作権制度が本来的に望むところではないは

ずであり，例えば，著作権法第 68 条を弾力的に解釈す

る等の合法化の途を探るべきではなかろうか（もちろ

ん，被上告人らは「放送事業者」ではなく，著作権法

第 68 条の適用を受けることはできないのであるが

…）。

さらに，付言するならば，両事件における被害ない

し損害を受けているのは誰であろうか。いわゆる放送

事業者のうち民放各社は，TV放送が遠隔地で視聴さ

れたとしても，広告収入に影響があるわけでもない。

聴取料を徴収する日本放送協会（NHK）は視聴料収入

が減るのであろうか。著作権・著作隣接権が侵害され

たという精神的被害のようなものを除けば，各社放送

事業者は，実質的な損害はないというべきであろう。

にも拘わらず，このような訴訟事件に発展したことに

疑問を禁じ得ない。各放送事業者の面子のためであろ

うか。この様な点を鑑みれば，両最高裁判決は，いか

にも著作権侵害を杓子定規に判断しているように思え

てならない。法律上は，TV放送番組には著作権があ

り，また，著作隣接権があり，それが許諾なく複製行

為や，送信可能可行為，公衆送信行為が行われたので

あるから，著作権侵害であり，著作隣接権侵害である。

しかしながら，その被害は社会に影響を与えるほどの

ものではない軽微であり，誰も被害を蒙ってはいない

のである。両判決は，社会的安定性のみを考慮し過ぎ

たもののように思えてならない。あるいは，このよう

な視聴を許せば，現在の地域単位の放送事業免許制が

成り立たなくなることを恐れたのかも知れない。疑問

はつきまとう。

両事件では，被上告人らが上告人らに対し許諾を求

めた事実もなさそうであるが，被上告人らが，単に防

戦するだけではなく，積極的に上告人らに許諾を求め

る反訴請求などをした場合には，裁判所はどのような

判断をするのであろうか。この点も制度上そのように

なってはいないとして請求棄却ということになるので

あろうか，個人的にはそんな判断も聞いて見たい，そ

の意を強くした両判決であった。

ちなみに，東京大学名誉教授中山先生は，「Law &

Technology（No.51）」に掲載の「著作権法は何を目指

すか」の座談会で，これらの最高裁判決について，「こ

の判決が今クラウド社会においてどういう意味を持つ

のかということまで洞察して書いたものとは到底思え

ない」と，その感想を述べている。この判決をどう受

け止めて良いか，思い悩んでいたモヤモヤが一挙に吹

き飛んでしまった感がした示唆であった。
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